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貸 借 対 照 表 
（2019年２月28日現在） （単位：百万円） 

 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

貸 付 金 

仮 払 金 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

商 標 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

敷 金 保 証 金 

そ の 他 

 

9,882

7,369

888

39

519

437

243

100

285

   0 

△   1 

40,844

29,434

11,910

657

3

627

13,870

2,347

17

27

4

22

0

11,382

132

959

13

218

649

9,374

35

流 動 負 債 3,919 

買 掛 金 1,089 

未 払 金 889 

未 払 費 用 754 

未 払 法 人 税 等 694 

前 受 金 1 

預 り 金 73 

賞 与 引 当 金 404 

役員賞与引当金 12 

固 定 負 債 1,350 

退職給付引当金 546 

長 期 未 払 金

資 産 除 去 債 務

234 

542 

そ の 他 27 

負 債 合 計 5,269 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金 

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金

45,428 

3,505 

3,769 

3,769 

38,154 

88 

38,066 

10,100 

27,966 

28 

28 

純 資 産 合 計 45,457 

資 産 合 計 50,727 負債・純資産合計 50,727 

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



損 益 計 算 書 

2018年３月１日から 

2019年２月28日まで 

  （単位：百万円）

 

科 目 金 額 

売 上 高 42,650 

売 上 原 価 10,668 

売 上 総 利 益 31,981 

販売費及び一般管理費 28,525 

営 業 利 益 3,455 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 23  

受 取 配 当 金 442  

為 替 差 益 5  

そ の 他 40 511 

営 業 外 費 用  

そ の 他 5 5 

経 常 利 益 3,961 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 4 4 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 71  

減 損 損 失 134  

そ の 他 3 209 

税 引 前 当 期 純 利 益 3,756 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,282  

法 人 税 等 調 整 額 △49 1,232 

当 期 純 利 益 2,524 

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



株主資本等変動計算書 

2018年３月１日から 

2019年２月28日まで 

（単位：百万円） 

 

 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

株 主 資 本 

合 計 
資本準備金

資本剰余金

合 計
利益準備金

その他利益剰余金 

利益剰余金合計
別途積立

金 

繰 越 利 益

剰 余 金

2 0 1 8 年 3 月 1 日 期 首 残 高 3,505 3,769 3,769 88 9,700 26,542 36,330 43,604 

事 業 年 度 中 の 変 動 額    

別 途 積 立 金 の 積 立 ― ― ― ― 400 △400 ― ― 

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― ― △700 △700 △700 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― ― 2,524 2,524 2,524 

株 主 資 本 以 外 の 

項目の事業年度中の変動額(純額) 
― ― ― ― ― ― ― ― 

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 400 1,424 1,824 1,824 

2 0 1 9 年 ２ 月 2 8 日  残 高 3,505 3,769 3,769 88 10,100 27,966 38,154 45,428 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2 0 1 8 年 3 月 1 日 期 首 残 高 54 54 43,659 

事 業 年 度 中 の 変 動 額   

別 途 積 立 金 の 積 立 ― ― ― 

剰 余 金 の 配 当 ― ― △700 

当 期 純 利 益 ― ― 2,524 

株 主 資 本 以 外 の 

項目の事業年度中の変動額(純額) 
△25 △25 △25 

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △25 △25 1,798 

2 0 1 9 年 ２ 月 2 8 日  残 高 28 28 45,457 

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 

(ﾛ) その他有価証券 

時価のあるもの……………………事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。） 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

(ｲ) 商品、原材料、貯蔵品… 終仕入原価法 

(ﾛ) 仕 掛 品………………総平均法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

(ｲ) 建物（建物附属設備は除く） 

a 1998年３月31日以前に取得したもの             旧定率法 

b 1998年４月１日から2007年３月31日までに取得したもの   旧定額法 

c 2007年４月１日以降に取得したもの             定額法 

(ﾛ) 建物（建物附属設備は除く）以外 

a 2007年３月31日以前に取得したもの             旧定率法 

b 2007年４月１日以降に取得したもの             定率法 

(ﾊ) 建物付属設備及び構築物 

2016年４月１日以降に取得したもの              定額法 

(ﾆ)主な耐用年数 

建物及び構築物                 15年～50年 

工具器具備品及び車両運搬具           ３年～10年 

② 無形固定資産 

・ 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

・ 商標権については、10年で償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。 

④ 長期前払費用 

均等償却によっております。 

 



 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞 与 引 当 金…………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当

事業年度に負担すべき額を計上しております。 

③ 役 員 賞 与 引 当 金…………………役員に対する賞与の支給に備えるため、役員賞与支給見込額の

うち当事業年度に負担すべき額を計上しております。 

④ 退 職 給 付 引 当 金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上しております。 

a. 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度

末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基

準によっております。 

b. 数理計算上の差異の処理方法 

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業

年度より費用処理することとしております。 

 (4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

関係会社に対する短期金銭債権 362百万円 

関係会社に対する短期金銭債務 751百万円 

(2) 取締役に対する長期金銭債務 234百万円 

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 14,820百万円 

  



 

３．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高       売  上  高 1,108百万円 

仕  入  高 7,748百万円 

販売費及び一般管理費 1,647百万円 

営業取引以外の取引高 440百万円 

 

(2) 減損損失 

建物52百万円、リース資産75百万円、その他５百万円に関して投資の回収が見込めなくなったため、

減損損失として計上しております。 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の総数 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株） 14,999 ― ― 14,999

(2) 自己株式に関する事項 

当該事項はありません。 

(3) 配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額（百万円） 1株当たりの配当額（円） 基準日 効力発生日 

2018年2月26日 

臨時株主総会決議 
普通株式 400  26円66銭 2018年2月26日 2018年4月30日

2018年9月25日 

臨時株主総会決議 
普通株式 300  20円00銭 2018年9月25日 2018年10月31日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

決議 株式の種類 配当金の総額（百万円） 配当の原資 1株当たりの配当額（円） 基準日 効力発生日 

2019年2月25日 

臨時株主総会決議 
普通株式 300 利益剰余金 20円00銭 2019年2月25日 2019年4月30日

 

  



 

５．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に関する取組方針 

    当社は、設備投資計画に基づき必要な資金を主に金融機関からの借入により調達しております。  

② 金融商品の内容およびそのリスク 

    営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクまたは取引先の信用リスクに晒されております。  

    投資有価証券は、主にその他有価証券であり市場価格の変動に晒されております。 

    敷金保証金は、主に店舗の賃借に係る敷金および保証金であり、差入相手先の信用リスクに晒され

ております。 

    営業債務である買掛金のほとんどが１年以内の支払期日であります。 

    短期借入金は、金融機関からの資金調達であり、これは主に設備投資に係る資金調達であります。     

 ③ 金融商品に係るリスク管理体制 

   (ｲ)信用リスク（相手先の契約不履行等に係るリスク）の管理  

    当社は、売掛金や敷金保証金に係る相手先の信用リスクに関しては、新規取引時に相手先の信用状

態を十分に検証するとともに、相手先の状況をモニタリングし、取引相手先ごとに期日および残高管理

を実施することで、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

   (ﾛ)市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

    当社は、投資有価証券に係る市場価格の変動リスクに関しては、定期的に時価や発行体の財務状況

を把握し、また、市況や業務上の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。     

     (ﾊ)資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

    当社は、各部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。 

 ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

    金融商品の時価には、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含まれております。当該

価格の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより当該価

格が変動することがあります。 

  



(2) 金融商品の時価等に関する事項 

   2019年２月28日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められているものは、次表には含めません。 

 貸借対照表計上額（百万円） 時 価（百万円） 差 額（百万円） 

(1)現金及び預金   7,369 7,369 －

(2)売掛金 888 888 －

(3)投資有価証券 132 132 －

(4)敷金保証金  2,392 2,404 11

  資産計  10,783 10,795 11

(5)買掛金 1,089 1,089 －

(6)未払法人税等 694 694 －

  負債計 1,784 1,784 －

   (注) １.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項  

    ① 資産 

     （1）現金及び預金、(2)売掛金 

       これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価格と近似していることから当

該帳簿価格によっております。 

     （3）投資有価証券 

       時価については、取引所の価格によっております。 

（4）敷金保証金 

       時価の算定については、その将来のキャッシュ・フローを国債利回りで割り引いた現在価値

により算定しております。 

    ② 負債 

     (5)買掛金、(6)未払法人税等 

         これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価格と近似していることから当

該帳簿価格によっております。  

 

      ２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品        

 区分 貸借対照表計上額（百万円）

関係会社株式（非上場株式） 959

敷金保証金 6,981

  非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時

価開示の対象としておりません。 

   また、上記の敷金保証金については、市場価格がなく、かつ、出店から閉店までの実質的な預託期間

等を算定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認

められるため、「(4)敷金保証金」には含めておりません。 



6．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （繰延税金資産）  

 賞与引当金  127百万円 

 未払事業税 71     

 長期未払金 71     

 減損損失 172     

 退職給付引当金 178     

 長期前払費用 144    

 資産除去債務 219     

 その他 9     

 繰延税金資産合計 995     

 （繰延税金負債）  

 その他有価証券差額金 12    

 資産除去債務 90     

 繰延税金負債合計 102     

 繰延税金資産の純額 893百万円 

 

7．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 関連当事者との取引 

①親会社 

会 社 等 の 名 称 住 所 

資本金又は

出 資 金 

（百万円） 

事 業 の

内 容 又

は 職 業

議決権等の所有

(被所有)割合

（％） 

関 係 内 容 
取引の内

容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）役員の兼任等
事 業 上

の 関 係

㈱ドトール・日レスホールディングス 
東 京 都

渋 谷 区 
1,000 持 株 会 社

被所有 

直接100.0 
5 名 経営指導 経営指導料 252 ― ―

 

② 子会社および関連会社 

会 社 等 の 名 称 住 所 

資本金又は

出 資 金 

（百万円） 

事 業 の

内 容 又

は 職 業

議決権等の所有

(被所有)割合

（％） 

関 係 内 容 
取引の内

容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）役員の兼任等
事業上の

関 係

日本レストランデリバリー㈱ 
東 京 都 

渋 谷 区 
100 食品の卸、配送

所有 

直接100.0 

 

３ 名 
食 品 仕 入 食 品 仕 入 5,537 買掛金 466

Ｄ＆Ｎﾚｽﾄﾗﾝｻｰﾋﾞｽ(株) 
東 京 都 

渋 谷 区 
77 食器類の卸・販売

所有 

直接100.0 
５ 名 

ﾒﾆｭｰ作成 

食器類仕入 

店舗メンテナ

ンス 

店舗の施工委託 881 未払金 67

（注） 1．上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

2．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （a）経営指導料に関しましては、グループ運営費用を基に決定しております。 

(b) 食品の仕入については、一般取引条件と同様に決定しております。 



 

 (2) 親会社または重要な関連会社に関する注記 

   親会社情報 

    株式会社ドトール・日レスホールディングス（東京証券取引所に上場） 

 

8．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 3,030円53銭 

(2) １株当たり当期純利益 168円27銭 

 

 

9．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

10．その他の注記 

  該当事項はありません。 


